
鹿屋市告示第 132 号

  鹿屋市結婚新生活支援事業補助金交付要綱の一部を改正する要綱を次のよ

うに定めた。

鹿屋市長　　郷　原　　拓　男

決 裁

令 和 8 年 4 月 1 日

令 和 8 年 4 月 1 日



鹿屋市結婚新生活支援事業補助金交付要綱の一部を改正する要綱 

鹿屋市結婚新生活支援事業補助金交付要綱（令和５年鹿屋市告示第60号）の一部

を次のように改正する。 

第２条第２号中「ために」の次に「申請日の属する年度の４月１日から申請日の

属する年度の３月31日までの間に」を加え、同条第３号及び第４号中「費用 」の

次に「申請日の属する年度の４月１日から申請日の属する年度の３月31日までの間

に支払った、」を加える。 

第３条中第８号を第９号とし、第４号から第７号までを１号ずつ繰り下げ、第３

号の次に次の１号を加える。 

(4) 夫婦の双方又は一方が、取得、賃貸、リフォーム又は引っ越し後の住宅に現

に居住し、その住所が住民基本台帳に記録されていること。 

第３条に次の１号を加える。 

(10) 夫婦ともに、申請日の属する年度の４月１日から申請日の属する年度の３

月31日までの間に次に掲げる事項のいずれかを行っていること。ただし、アか

らエまでに掲げる事項のほか、市長が適当と認めるものをもって、これらに代

えることができる。 

ア 市長が指定するライフデザイン支援に関する講座を受講すること。 

イ 市長が指定するプレコンセプションケアに関する講座を受講すること。 

ウ 医療機関等において、妊娠又は出産に関する相談を行うこと。 

エ 市長が指定する共家事及び共育てに関する講座を受講すること。 

第５条第１項中第11号を第13号とし、第10号の次に次の２号を加える。 

(11) 第３条第10号ア、イ又はエに掲げる講座を受講した場合は、当該講座の受

講報告書（別記第４号様式） 

(12) 第３条第10号ウに掲げる相談をした場合は、当該相談をしたことを証する

相談報告書（別記第５号様式） 

第５条第２項中「別記第４号様式」を「別記第６号様式」に改める。 

第６条中「別記第５号様式」を「別記第７号様式」に改める。 

第７条中「鹿屋市結婚新生活支援事業補助金請求書（別記第６号様式）」を「鹿

屋市結婚新生活支援事業補助金請求書兼口座振込申出書（別記第８号様式）」に改

める。 



 別記第１号様式を次のように改める。 

  



別記 

第１号様式（第５条関係） 

 

 

  



  



 別記第６号様式中「鹿屋市結婚新生活支援事業補助金請求書」を「鹿屋市結婚新

生活支援事業補助金請求書兼口座振込申出書」に改め、同様式を別記第８号様式と

する。 

 別記第５号様式を別記第７号様式とし、別記第４号様式を別記第６号様式とし、

別記第３号様式の次に次の２様式を加える。 

  



第４号様式（第５条関係） 

  年  月  日 

鹿屋市長       様 

 

申請者 氏  名           

 

受講報告書 

鹿屋市結婚新生活支援事業補助金の交付申請に当たり、次のとおり講座を受講し

たことを報告します。 

記 

 

受講した講座 

□ ライフデザイン支援に関する講座 

□ プレコンセプションケアに関する講座 

□ 共家事・共育てに関する講座 

講座名  

受講者氏名  

受講日    年    月    日 

受講の感想 

（受講して得られた気づきや、今後の結婚生活に活かした

いこと等を記入してください。） 

 

 

 

 

 

 

 

  



第５号様式（第５条関係） 

  年  月  日 

鹿屋市長       様 

 

申請者 氏  名           

 

相談報告書 

鹿屋市結婚新生活支援事業補助金の交付申請に当たり、次のとおり医療機関等へ

相談したことを報告します。 

記 

 

相談機関名  

相談者氏名  

相談日    年    月    日 

相談内容 

該当する相談内容に☑をつけてください。 

 

□ 妊娠前の検査・相談（感染症検査、風疹・麻疹抗体検

査、風疹予防接種、子宮頸がん・子宮内膜症・卵巣嚢

腫チェック、貧血・血糖検査など） 

□ 妊娠に関する受診・相談（妊娠に伴う受診・検査・健

診、パパママ教室など） 

□ 不妊・不育症に関する受診・相談 

□ 産後の受診・相談（産婦健診、新生児訪問、母子相談

など） 

□ その他 

（                      ） 

 ・医療機関で受診した場合は、診療明細書を添付 

 ・自治体の保健師や助産師へ相談した場合は、母子手帳を添付  



附 則 

この要綱は、令和８年４月１日から施行する。 


